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（１） 戸

（２） ｍ
３

（３） ｍ
３

（４）

（イ） 千円

千円

千円

千円

千円

年 間 総 給 水 量

94,933

第 ６ 号 議 案

（総　　則）

平成３１年度佐賀市水道事業会計予算平成３１年度佐賀市水道事業会計予算平成３１年度佐賀市水道事業会計予算平成３１年度佐賀市水道事業会計予算

一 日 平 均 給 水 量

　　　　第２項　営業外収益

　　　　第１項　営業収益

　平成３１年度佐賀市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

　業務の予定量は、次のとおりとする。

第 １ 条

第 ２ 条

第 ３ 条

4,541,006

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

主 要 な 建 設 改 良 事 業

（収益的収入及び支出）

1,296,937配 水 管 整 備 事 業

59,464

21,764,000

4,188,720

307,924

給 水 戸 数

　　　　第３項　特別利益 44,362

　　第１款　事業収益
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　　　　第１項　企業債

　　　　第２項　工事負担金

（資本的収入及び支出）

第 ４ 条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，６１６，４９７

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０２，１０２千円、過年度分損益勘定留保資金１，０６２，１０

２千円及び減債積立金４５２，２９３千円で補 するものとする。）。

3,975,449

収 入

430,999　　第１款　資本的収入

　　　　第１項　建設改良費

　　第１款　資本的支出

　　　　第２項　企業債償還金

118,041　　　　第３項　その他資本的支出

1,456,080

1　　　　第５項　固定資産売却代金

1,513

　　　　第２項　営業外費用

　　　　第３項　特別損失

　　　　第４項　他会計補助金 20,517

　　　　第１項　営業費用

　　第１款　事業費

193,677

　　　　第３項　他会計負担金

　　　　第４項　予備費

1,801

1,000

360,000

48,680

3,779,259

支 出

473,375

2,047,496

支 出
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平 成 31 年 度

平 成 32 年 度

31

35

配 水 管 整 備 事 業

( 県 道 佐 賀 環 状 東 線 佐 賀 江 大 橋
橋梁架替えに伴う配水管布設工事)

資本的支出

期 間

（債務負担行為）

第 ６ 条 　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項

29,450
93,450

千円

限 度 額

項 事 業 名

　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

総 額款

建設改良費

（継続費）

第 ５ 条

千円

64,000

年 度 年 割 額

平成

利 率

配 水 管 整 備 事 業

起 債 の 目 的

  政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定する融資
条件による。
　ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償還し、又
は、低利債に借換えることがで
きる。

360,000

千円

証書借入

５．０％以内（た
だし、利率見直し
方式で借り入れる
政府資金等につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

限 度 額

29,984

起 債 の 方 法

営業関連業務委託
（久保田町分）

償 還 の 方 法

第 ７ 条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（企業債）

年度まで

千円

平成 年度から
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（１）

（２）

（３）

（１） 千円

（２） 千円

第 １ ０ 条 　事業費及び資本的支出の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２５，４５６千円である。

佐賀県佐賀市長 秀 島 敏 行

平成３１年２月２６日 提出

（たな卸資産購入限度額）

第 １ １ 条 　たな卸資産の購入限度額は、１０，８８６千円と定める。

営業外費用

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ８ 条 　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

特別損失

職員給与費

　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の

金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（他会計からの補助金）

第 ９ 条

交際費

664,699

330

営業費用
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予定額（千円） 備 考

１ 事 業 収 益 4,541,006 水道事業の経営活動全般から生ずる収益

１ 営 業 収 益 4,188,720 主たる営業活動から生ずる収益

1 給 水 収 益 3,967,999 水道料金

２ 受 託 工 事 収 益 14,000 給水装置の修繕等の受託による収入

３ そ の 他 の 営 業 収 益 206,721

２ 営 業 外 収 益 307,924 主たる営業活動以外から生ずる収益

１ 受取利息及び配当金 7,017 預金利息、貸付金利息

２ 加 入 金 111,660 給水装置の新設工事又は増径工事における加入者負担金

３ 他 会 計 負 担 金 4,560 一般会計等からの負担金

４ 他 会 計 補 助 金 4,939 一般会計からの補助金

５ 長 期 前 受 金 戻 入 173,567
補助金等をもって取得した資産の償却額のうち、補助金
等の割合に相当する額の戻入額

６ 雑 収 益 6,181 不用品の売却収入、その他

３ 特 別 利 益 44,362

１ 固 定 資 産 売 却 益 1 固定資産売却益

２ 過 年 度 損 益 修 正益 20 過年度損益修正益

３ そ の 他 特 別 利 益 44,341

平成３１年度佐賀市水道事業会計予算に関する説明書平成３１年度佐賀市水道事業会計予算に関する説明書平成３１年度佐賀市水道事業会計予算に関する説明書平成３１年度佐賀市水道事業会計予算に関する説明書

平成３１年度佐賀市水道事業会計予算実施計画

款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　入
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予定額（千円） 備 考

１ 事 業 費 3,975,449 水道事業の経営活動全般に要する費用

１ 営 業 費 用 3,779,259 主たる営業活動に要する費用

１ 原 水 及 び 浄 水 費 1,618,329
原水の取水並びに原水をろ過滅菌する設備の維持及び作
業に要する費用

２ 配 水 及 び 給 水 費 548,813
配水池、配水等その他浄水の配水に係る設備並びに給水
装置に附属する量水器その他の設備の維持及び作業に要
する費用

３ 受 託 工 事 費 13,956 給水装置の修繕等受託工事に要する費用

４ 業 務 費 349,543 料金の調定、収納及び検針に要する費用

５ 総 係 費 275,021 事業活動の全般に要する費用

６ 減 価 償 却 費 925,962 固定資産の減価償却費

７ 資 産 減 耗 費 47,635 固定資産の除却及びたな卸資産の減耗費

２ 営 業 外 費 用 193,677 主たる営業活動以外に要する費用

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 94,381 企業債及び一時借入金の利息

２ 雑 支 出 1

３ 消費税及び地方消費税 69,378 消費税及び地方消費税の納税相当額

４ 久保田町統合準備経費 29,917 久保田町統合の準備に要する経費

３ 特 別 損 失 1,513

１ 固 定 資 産 売 却 損 273 固定資産売却損

２ 過 年 度 損 益 修 正損 1,240 過年度損益修正損

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000 予備費

款 項

支　　　　　　　　　出

目
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予定額（千円） 備 考

1 資本的収入 430,999 水道事業の資本的支出に充てる収入

１ 企 業 債 360,000

１ 企 業 債 360,000 建設企業債

２ 工 事 負 担 金 48,680

１ 工 事 負 担 金 48,680 配水管布設及び消火栓設置工事負担金

３ 他会計負担金 1,801

１ 他 会 計 負 担 金 1,801 一般会計等からの負担金

４ 他会計補助金 20,517

１ 他 会 計 補 助 金 20,517 一般会計からの補助金

５ 固定資産売却代金 1

１ 固 定 資 産 売 却 代 金 1 固定資産売却代金

予定額（千円） 備 考

1 資本的支出 2,047,496 水道事業の建設改良事業等に要する経費

１ 建 設 改 良 費 1,456,080

１ 配 水 管 整 備 費 1,376,548 老朽管更新、他工事関連での配水管布設工事費など

２ 施 設 費 77,202 諸施設工事費、諸機器及び量水器購入費

３ 久保田町統合準備経費 2,330 久保田町統合の準備に要する経費

２ 企業債償還金 473,375

１ 企 業 債 償 還 金 473,375 企業債償還金

３ その他資本的支出 118,041

１ そ の 他 資 本 的 支 出 118,041

項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　入

款

支　　　　　　　　　出

款 目項
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（単位：千円）

当年度純利益 472,466

減価償却費 925,962

資産減耗費 47,635

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,290

賞与引当金の増減額（△は減少） 368

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 100

長期前受金戻入額 △ 173,567

諸富町に係る固定負債の清算に伴い生じるもの △ 44,341

受取利息及び配当金 △ 7,017

支払利息 94,381

支払利息に対する他会計からの繰入金による収入 △ 5,111

有形固定資産売却損益（△は益） 272

未収金の増減額（△は増加） △ 23,669

未払金の増減額（△は減少） △ 77,464

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,055

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,219,050

平成３１年度佐賀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書平成３１年度佐賀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書平成３１年度佐賀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書平成３１年度佐賀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
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有形固定資産の取得による支出 △ 1,353,023

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 △ 41

他会計からの繰入金による収入 1,236

工事負担金による収入 47,725

一時貸付けによる支出 △ 1,500,000

一時貸付金の返済による収入 1,500,000

受取利息及び配当金 7,017

賞与引当金の増減額（△は減少） 81

未収金の増減額（△は増加） △ 1,074

未払金の増減額（△は減少） △ 91,896

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,389,974

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 360,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 473,375

支払利息 △ 94,381

元利償還に対する他会計からの繰入金による収入 26,193

諸富町に係る固定負債の清算 △ 118,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 299,563

資金増減額（△は減少） △ 470,487

資金期首残高 5,621,855

資金期末残高 5,151,368

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
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( 1 )

(   )

( 1 )

( 1 )

(   )

( 1 )

( 0 )

(   )

( 0 )

※特別職には嘱託職員を含む。（本年度　７人、前年度　７人）

2,447

305,150

手 当 の 内 訳

0

8

特 別 職

71

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

13,125

0 △ 1

1
比

較

4,595

4,758

3,593

管理職手当

8

8

62

13,125

13,125

8

63

資 本 勘 定 支 弁 職 員

区　　　　分

4,236

4,680

合 計

合 計

比 較

本 年 度

本

年

度

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

本 年 度

資 本 勘 定 支 弁 職 員

※期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち当年度発生額である賞与引当金繰入額が含まれる。

233,258

71

前 年 度

区 分

比 較

休日勤務手当

（千円）

2,004

4,463 12,344

時間外勤務手当

7,605

228,970

2,124

547,245

2,615978

652,355105,110

3,310 5,757

4,739

586,431

664,699

94,145492,286

233,258

271,577

33,573

555,126

207,584

308,743 109,573

10,965 65,92454,95921,386

1,848

給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書
１　　総　　括

法定福利費

（人）

職 員 数 給 与 費

（千円） （千円）

計

（千円）（千円）

9

（人）

36,020

賃 金 手 当報 酬

8 13,125

一 般 職

96,760 591,170

合 計
給 料

494,410

24,696

（千円）（千円）

272,723 208,562

（千円）

73,52912,81360,716

2,056前 年 度

0

住居手当

4,288

扶養手当

2,131

（千円）
区 分

0

4,688

4,83213,374

（千円） （千円）

8,022

6,948

（千円）

0

（千円）

通勤手当

7,881

4,288

退職給付費 計

（千円） （千円）

46,055 228,970

49,185

△ 1,074 △ 144

3,130

75

（千円）

20,304

20,082

222△ 444

1,146

（千円）

△ 163 947

2,464 576

特殊勤務手当

123,018

（千円）

122,071

△ 205 △ 60

期末勤勉手当

516

15,378

2,259

（千円）

管理職員特別勤務手当夜間勤務手当
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２　　給料及び手当の増減額の明細

説 明

174

3,089 平均昇給率 1.05%

330

1,284 扶養手当の改定分
期末勤勉手当の改定分

3,130 退職給付費 退職給付繰入額
退職給付費

退職予定者の状況 本年度　　２名
前年度　　０名

△ 126

手 当

退職予定者等の増
減によるもの

その他の増減分

制度改正に伴う
増減分

区 分
増 減 額
（千円）

給与改定に伴う
増減分

3,593給 料

増減事由別内訳
　　　　　　　（千円）

その他の増減分

昇給に伴う
増加分

備 考

人事異動等による
もの

4,288 期末勤勉手当の改
定によるもの

人事異動等による
もの

3,130千円

千円
1,284千円

区　分 給料の改定率 給与改定実施時期

本　年　度

前　年　度 0.06% 平成30年4月1日
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３　　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初　任　給

区　　　　　　　　分

369,661

45歳7月

企 業 職

349,772

374,928

48歳0月

345,738

平成３１年１月１日現在

平成３０年１月１日現在 平均給与月額  （円）

平 均 年 齢

平均給料月額  （円）

平均給与月額  （円）

平 均 年 齢

平均給料月額  （円）

区 分
行　　　　政　　　　職　　（円）

一 般 会 計 の 制 度

149,600

182,300182,300

149,600

企 業 職

（円）

高 校 卒

大 学 卒

（ 36 ）



（３）級別職員数 　　　　　　　　　　　　

級 職員数（人）構成比（％）
(   ) (   )
－ －

(   ) (   )
5 7.0

( 1 ) (100.0)
18 25.4

(   ) (   )
29 40.9

(   ) (   )
14 19.7

(   ) (   )
3 4.2

(   ) (   )
1 1.4

(   ) (   )
1 1.4

( 1 ) (100.0)
71 100.0

(   ) (   )
3 4.2

(   ) (   )
7 9.9

( 1 ) (100.0)
13 18.3

(   ) (   )
27 38.1

(   ) (   )
15 21.1

(   ) (   )
5 7.0

(   ) (   )
－ －

(   ) (   )
1 1.4

( 1 ) ( 100.0 )
71 100.0

(１)　副課長又は主幹の職務
(２)　困難な業務を分掌する係長又は困難な業務
を処理する主査の職務

６級

級 内 容

(１)　係長又は主査の職務
(２)　主任の職務

定型的な業務を行う主事又は技師の職務

２級
高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事又は技師の職務

３級

１級

５級

２級

３級

４級

８級

課長又は参事の職務

困難な業務を処理する副課長又は主幹の職務

６級

７級 副部長又は副理事の職務

８級 部長又は理事の職務

計

５級

７級

８級

平成３１年１月１日現在

４級

４級

６級

５級

計

７級

１級

２級

３級

平成３０年１月１日現在

１級

(級別の標準的な職務内容）企 業 職

企 業 職

区　　　　分
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（４）昇給

企 業 職

(Ａ)（人） 71

(Ｂ)（人） 51

２号給 （人）

４号給 （人） 51

６号給 （人）

８号給 （人）

71.8

(Ａ)（人） 71

(Ｂ)（人） 55

２号給 （人） 0

４号給 （人） 55

６号給 （人）

８号給 （人）

77.5

（５）特殊勤務手当

（％）

（円）

号 給 数 別 内 訳

区　　　　　　　　　分

本
　
年
　
度

 職　　　　　　員　　　　　　数　　　　  

 昇　給　に　係　る　職　員　数　　

号 給 数 別 内 訳

 比　　　　　　　　　率　　（Ｂ）　/　（Ａ）　　 （％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

 比　　　　　　　　　率　　（Ｂ）　/　（Ａ）　　 （％）

区 分 企 業 職

0.5

57.7

3,430

交替勤務手当  危険手当

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日現 在）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額

（％）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

前
　
年
　
度

 職　　　　　　員　　　　　　数　　　　  

 昇　給　に　係　る　職　員　数　　
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（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

支 給 率 計
（ 月 分 ）

4.450

(2.350)

4.400

12月（月分）

2.225

職制上の段階、職務の
級等 に よ る加算措置

有

有

備　　考

4.450
有

(2.300)

(2.350)

区　　　　　分
20年勤続の者
      （月分）

一 般 会 計 の 制 度

(1.075)

2.225 2.225

(1.175) (1.175)

2.275

支 給 率 等

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

差異の内容一般会計の制度との異同

24.586875

24.586875

47.70933.27075

区　　　　　分

25年勤続の者
      （月分）

35年勤続の者
      （月分）

備　考

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）

そ の 他 の加算措置 等
最高限度

      （月分）

33.27075 47.709 47.709

47.709

通　勤　手　当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ住　居　手　当

扶　養　手　当

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

区　　　　　　　　　　分
6月（月分）

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

2.125

(1.175) (1.175)

2.225

(1.225)
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工事負担金
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

31 64,000 21,211 42,789 － － 64,000 64,000 － 68.5

32 29,450 15,408 14,042 － － － － 29,450 31.5

計 93,450 36,619 56,831 － － 64,000 64,000 29,450 100.0

資 本 的
支 出

建 設
改 良 費

配水管整備事業

（県道佐賀環状東線
佐賀江大橋橋梁架替
えに伴う配水管布設
工事）

継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項 事　業　名

全 体 計 画

前前年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)

額

当該年度
支払義務
発生予定

額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定

額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗

率

年
度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳
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左の財源内訳

金 額 金 額 自己資金

千円 千円 千円 千円

（平成３０年度設定）

平 成 31 年 度

か ら 35 年 度

ま で

（平成３１年度設定） 平 成 32 年 度

－ か ら 35 年 度

ま で

営業関連業務委託 1,226,057 － 1,226,057 1,226,057－

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

期 間 期 間

29,984－ 29,98429,984
営業関連業務委託
（久保田町分）
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１

（１） 3,645,012

（２） 7,352

（３） 170,870 3,823,234

２

（１） 1,323,146

（２） 511,696

（３） 6,874

（４） 266,191

（５） 232,996

（６） 188,478

（７） 923,558

（８） 63,510 3,516,449

306,785

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

平成３０年度佐賀市水道事業予定損益計算書（前年度分）平成３０年度佐賀市水道事業予定損益計算書（前年度分）平成３０年度佐賀市水道事業予定損益計算書（前年度分）平成３０年度佐賀市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

総 係 費

諸 富 町 水 道 事 業 費

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

（ 42 ）



３

（１） 6,930

（２） 102,660

（３） 4,760

（４） 5,269

（５） 180,825

（６） 6,134 306,578

４

（１） 107,610

（２） 1 107,611 198,967

505,752

５

（１） 1

（２） 19 20

６

（１） 210

（２） 1,152 1,362 △ 1,342

504,410

0

その他未処分利益剰余金変動額 454,018

958,428

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

加 入 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益
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１

（１）

イ 586,254

ロ 1,593,859

△ 1,057,520 536,339

ハ 35,704,331

△ 16,786,135 18,918,196

ニ 5,092,438

△ 3,391,225 1,701,213

ホ 37,719

△ 22,934 14,785

ヘ 359,008

△ 266,392 92,616

21,849,403

（２）

イ 41

ロ 33

ハ 899,569

ニ 3,495

903,138

22,752,541

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

商 標 権

減 価 償 却 累 計 額

平成３０年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（前年度分）平成３０年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（前年度分）平成３０年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（前年度分）平成３０年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（平成３１年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

ダ ム 使 用 権

（単位：千円）

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

構 築 物

固 定 資 産 合 計
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２

（１） 5,621,855

（２） 533,673

△ 2,000 531,673

（３） 15,502

6,169,030

28,921,571

３

（１）
イ

4,424,865

4,424,865

（２）

イ 850,832

ロ 523,684

1,374,516

（３） 163,499

5,962,880

４

（１）
イ

473,375

473,375

（２） 658,352

（３） 90,781

（４）

イ 49,192

49,192

1,271,700

賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
企 業 債

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

修 繕 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

流 動 負 債 合 計
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５

7,062,613

△ 3,395,332

3,667,281

10,901,861

６ 15,410,671

７

（１）

イ 22,353

22,353

（２）

イ 443,567

ロ 187,426

ハ 997,265

ニ 958,428

2,586,686

2,609,039

18,019,710

28,921,571

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

国 県 補 助 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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１

（１）

イ 586,254

ロ 1,593,441

△ 1,083,704 509,737

ハ 36,943,769

△ 17,461,184 19,482,585

ニ 5,105,851

△ 3,528,341 1,577,510

ホ 37,719

△ 24,649 13,070

ヘ 369,168

△ 288,696 80,472

22,249,628

（２）

イ 41

ロ 57

ハ 879,779

ニ 2,330

882,207

23,131,835

工 具 器 具 及 び 備 品

平成３１年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（当年度分）平成３１年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（当年度分）平成３１年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（当年度分）平成３１年度佐賀市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（平成３２年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産

車 両 運 搬 具

固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

商 標 権

ダ ム 使 用 権

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

構 築 物

建 物

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額
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２

（１） 5,151,368

（２） 558,417

△ 1,900 556,517

（３） 16,457

5,724,342

28,856,177

３

（１）
イ

4,292,231

4,292,231

（２）

イ 861,122

ロ 523,684

1,384,806

5,677,037

４

（１）
イ

492,935

492,935

（２） 577,348

（３） 2,125

（４）

イ 49,641

49,641

1,122,049

修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

賞 与 引 当 金

引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

現 金 預 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

固 定 負 債

負　　　債　　　の　　　部

流 動 資 産

未 収 金

貸 倒 引 当 金

企 業 債

充 て る た め の 企 業 債

貯 蔵 品
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５

7,129,214

△ 3,564,299

3,564,915

10,364,001

６ 15,864,689

７

（１）

イ 22,353

22,353

（２）

イ 443,267

ロ 187,426

ハ 997,265

ニ 977,176

2,605,134

2,627,487

18,492,176

28,856,177

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

国 県 補 助 金

剰 余 金

負 債 合 計

繰 延 収 益

資　　　本　　　の　　　部

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金
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注　記

重要な会計方針

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

主な耐用年数

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

無形固定資産

減価償却の方法 定額法

主な耐用年数

商標権

ダム使用権

ソフトウエア

～ 年

５ ～２０ 年

６０

４ ～

１０

Ⅰ．

２

１３

（１）

～ 年

・

・

５０

１

・

１５ 年

４ ～１５ 年

（２）

・

・

年

５５ 年

１０

５ 年

（ 50 ）



引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

予定貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

引当金の取崩し及び繰入れ

退職給付引当金

　当年度の退職手当として、２４，５３７千円を支給し、及び一般会計に対し１４，３５８千円を負担する見込みのため、
３８，８９５千円を取り崩す。
　また、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額にするため、４９，１８５千円を繰り入れる。

（１）

３

（２）

　職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給（支出）見込額に基づ
き、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（１）

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。
　なお、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる金額１９３，８４４千
円を除き、水道事業会計が負担すると見込まれる金額１９２，７７４千円を含んだ額を計上している。

（３）

　債権の不納欠損による損失に備えるため、破産更正債権等については回収可能性を検討し、それ以外の債権については貸
倒実績率により回収不能見込額を計上している。

４

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

（１）

Ⅱ．

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他
会計が負担すると見込まれる額は２７９，８９２千円である。

２

１
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賞与引当金

貸倒引当金

その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

修繕引当金に関する経過措置

　当年度の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費（６月支払分）として、４９，１９２千円を取り崩す。
　また、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額４９，６４１千円を繰り入れる。

（２）

　当年度の不納欠損として、２，０００千円を取り崩す。
　また、翌年度の不納欠損として当年度の負担に属する額１，９００千円を繰り入れる。

（３）

　平成２６年３月３１日以前に繰り入れられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

Ⅲ．

１

（１）
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